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２０１６年６月議会　３議案に反対討論
第２回定例会（６月議会）は、６月１４日から７月４日まで行われ、日本共産党桑名市議団は、上程された２１議案中３議案に反対しました。反対した議案と理由は下記の通りです。
1 議案第５４号「平成２８年度桑名市一般会計補正予算（第２号）」
「個人番号カード交付事業費増」は、個人情報が１つに集約されメリットよりもデメリットの方が大きいマイナンバー制度の推進です。「小中一貫教育推進事業費」は、うまくいっている学校だけを視察するもので、多くの問題をもっている小中一貫教育は、住民・自治会・教職員・保護者・児童生徒の多くの意見を取り入れて総合的に判断していくべきです。「人権教育推進事業費増」は、道徳教育総合支援事業で、道徳の教科化が狙いであり、教職員に余分な負担を強い、教育の右傾化につながるものです。
2 議案第５８号「桑名市行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について」
マイナンバー制度には、多くの問題点もあり、解決されておりません。福祉の部門でも、個人番号を利用するためマイナンバーを書かせようとします。
3 第６０号「桑名市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める
条例の一部改正について」
保育士配置基準を低下させることは保育に格差をつくるものであり、容認できません。第３条には「市長は最低基準を常に向上させるように努めるものとする」と書かれています。
７月１７日は「桑名空襲の日」みんなで鐘を鳴らそう
当日は午後６時より、下記寺院で犠牲者の冥福を祈り、平和への願いを込めて鐘の音を桑名市内に轟かせましょう。是非ご参加下さい。
東別院本統寺（北寺町）、常信寺（南寺町）、西恩寺（八幡町）、円通寺（江場）、十念寺（伝馬町）、勧学寺（走井山）、大福田寺（東方）、専明寺（東方）、
慈航寺（松の木）、伝西寺（星川）　　　主催　桑名空襲遺族会・桑名９条の会
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
小学校給食（旧桑名）の業務委託がすすむ
―教育委員の意見で対象校が変更されるー
７月１日の教育委員会では、小学校給食業務新規委託校の決定が協議され、「小学校給食業務委託検討委員会」から提出された委託候補校が教育委員の意見により変更されました。（現在、旧桑名市内の８小学校で業務委託を実施）
市では、退職する正規の調理員の補充はせず、退職と同時に業務委託していく予定です。（清掃センターのごみ収集業務も同じような形をとっています。）
今回、委託候補校として、大山田北小（食数６８１）と城東小（食数８７）が上げられました。経緯としては、食数の多い学校で複数の正規調理員がいる大山田北小がまず選定され、予算の枠内で小規模校の城東小が選定されたという事でした。複数の教育委員から意見が出され、城東小が選定される確たる理由はなく、「委員会」の詳細の報告等が求められ、一時ペンディングとなり、改めて協議されました。その後の会議で、城東小は取りやめになり、代わりに大山田西小（食数１３４）が選定されたそうです。理由は、大山田地区では大山田西小１校のみ直営（自校方式）が残されているので、この小学校を業務委託すれば説明がしやすいとの事でした。いずれにしても、犠牲になった学校は気の毒です。
学校給食は教育の一環です。ちゃんとした正規の職員がつくり提供していくべきです。どんどん民間委託が推進され、安全性や費用対効果の点からも検証が必要です。
６・９行動が始まります

６月１２日（日）に行われた、２０１６年原水爆禁止・核兵器廃絶の平和大行進（桑名市役所―朝日町役場―近鉄川越富洲原駅）に続いて、原爆の落とされた６日（広島）、９日（長崎）の日にちなんで、６と９の付く日に６・９宣伝・カンパ活動が行われます。
日時　　　７月１６日、１９日、２６日、２９日
１７時３０分～１８時まで　
場所　　　桑名駅前（東ロータリー周辺）

主催　　　原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会
６月議会の一般質問で私の言いたかった事
―「地方創生」と「全員参加型」―
国の言う「地方創生」で良いのか。伊藤市政で市民の意見は汲み上げられているのか。２点について質問した。（最初の質問に対する市側の答弁は前号で紹介しました。）

【質問内容１】地方創生に関して（国の施策を憂う）

（1） 地方創生（ローカルアベノミクス）は、国からの言いなりで良いのか

1 昨年度の地方創生交付金事業の実施状況は(地方創生先行型、地域消費喚起・生活支援型)

2 今年度の地方創生交付金事業の実施状況は(地方創生加速化交付金と地方創生推進交付金）

3 これで地方創生ができるのか

【再質問１】この程度（今後成果が表れてくる）の評価で良いのか。４つの柱（①地方での雇用の創出、②地方への人の流れをつくる、③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、④まちづくり・地域連携・小さな拠点の形成）の観点から、もう一度答弁して下さい。

【答弁】成果は今後あらわれてくると思う。

【再質問２】プレミアム商品券（地域消費喚起・生活支援型）の販売方法には多くの市民から不満があったようですが。（私は、この事業には反対です。）

【答弁】多くの人にゆきわたる様、今後は検討していく。

【提案・要望】お金の使われ方は、ほとんどが調査業務委託（１７事業中１４事業）で、地元にお金が落ちない。元宮城県知事の浅野史郎氏の言葉（朝日新聞）を紹介する。「地域振興は、主役の住民が生活に根差して知恵を絞った具体的な計画を、国が支える形で進めるべきだ。地方創生の大号令は住民不在の上意下達で、失敗を重ねたバラマキ行政と変わらない」と批判しています。今後、地方創生交付金事業は住民参加型で長期的展望を持ってやって欲しい。（地方創生事業は、道州制への一里塚とも言われている。）
【質問内容２】市民の意見をどう汲み上げていくのか（伊藤独裁市政を憂う）

現在行われている「駅周辺土地利用構想懇話会」「子ども・子育て会議」「学校教育あり方検討会」「上下水道事業経営審議会」の４つの「委員会」についてあり方等を問う。
1 駅周辺の都市計画について

2 土地利用と立地適正化について（税金は誰のために使うのか）

3 税金で建てる「駅舎」は何故公開されないのか

4 「駅周辺土地利用構想懇話会」は何故公開されないのか

【提案】どんな桑名駅（駅舎）になるのか。駅舎は桑名のシンボルになるから、公募する等考えて欲しい。　　　　（一部公開された図面だと今の仮駅舎とほとんど変わらない貧弱なものです。）

【再質問】「土地利用構想懇話会」は「桑栄メイト」の再開発も入っているのか。

【答弁】エリアとして入っている。管理組合の意見を聞いていく。必要な段階で「懇話会」に入ってもらう。（メンバー・議事録について総ての公開を求めて、現在、情報公開審査会で審査中です。）
（2） 子ども子育てについて

1 幼保一元化はどうなっているのか

2 「子ども・子育て会議」は何をやっているのか（昨年度）

3 今年度第１回の会議報告を

4 委員との間に信頼関係はあるのか（なくてやっていけるのか）

【感想・提案】昨年度第３回（２月１７日）の「認定子ども園設置の凍結の報告」と今年度第１回（５月３１日）の会議は同じ内容だった。意見をいただいたと言うだけで、多くの質問もあったが、当局は少しも答えようとしなかった。これでは信頼の回復の見通しはありません。認定こども園は完全に中止し、会議のあり方を十分検討すべきです。余りにもみっともない会議でした。

（3） 学校の統廃合について

1 「学校教育あり方検討会」の進め方について（小中一貫校前提で良いのか）

2 地域の声、教職員の声をどう取り上げていくのか

3 ＦＭ（公共施設の計画管理）優先ではないか

【問題点】教育委員会は「検討会」へ①桑名市における小中一貫教育について、②小規模校への対応について、③中学校区を基本とした地域毎の学校施設の具体的な形態について、の３点を諮問しているのに、教育委員会（教育長）は小中一貫を前提で学校の統廃合等の話を進めているのは全く可笑しな話です。
（4） 上下水道の料金値上げについて（この項は委員会で質問し確認。）
1 「上下水道事業経営審議会」について（第１回３月２８日）

2 住民への説明は何時やるのか（自己都合で値上げをしようとする）

3 所得が増えない中、値上げ分は払えないのではないか（どやって値上げ分を払って行くのか）

【質問】「上下水道事業経営審議会」の委員構成（市の指針（６５歳まで）からも高齢者が多い。見識が高く適任者と言うが、上下水道に理解のない（分からない）人が多すぎる。)について。
【答弁】今後充分留意する。

【質問】住民への説明は何時やるのか。

【答弁】改定条例（値上げ案）を提出する前に、住民説明会を開催する。


伊藤市長は、「中央集権型から全員参加型の市政に」と言っているが、「地方創生」（ローカルアベノミクス）は「中央集権型」ではないか。伊藤市政で「市民の意見の汲み上げ」はどうなっているのか。
市政の運営の中身は「中央集権型」であり、市の方針の決定は、上記の４つの審議会や検討会をみても、とても「全員参加型」で行われているようには思えません。
こんな会議で政策が決められて行くようではたまったものではありません。
７月１１日に行われた「空家等対策協議会」も同じようなものでした。　がっかりで希望が持てません。
参議院選挙（７月１０日投開票）の結果について（幹部会発表より）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ野党共闘と日本共産党にご支持をお寄せいただいた有権者のみなさん、支持者、後援会員、党員のみなさんに心からのお礼を申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「自公と補完勢力」対「４野党プラス市民」という対決構図が鮮明となり、野党と市民が力をあわせて闘う、戦後かつてない選挙となりました。この選挙で日本共産党は、野党共闘の勝利と日本共産党の躍進という二つの大目標を掲げて闘いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ野党と市民の共闘は、最初の挑戦としては、全国３２の１人区すべてで野党統一候補を実現し、１１の選挙区で激戦を制して、大きな成功をおさめました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、比例代表選挙で５議席を獲得し、選挙区選挙では東京で当選を勝ち取り、改選３議席を６議席へと倍増させ、非改選とあわせて１４議席へと前進しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ選挙戦では、安倍首相を先頭に、激しい野党攻撃、日本共産党攻撃がおこなわれました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、「野党共闘は野合」とする自公の攻撃に対し、「立憲主義を取り戻す」という野党と市民の結束の大義を太く示して断固たる反撃をおこないました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、「安倍暴走政治の全体にノーの審判を下し、チェンジの意思を示そう」と公示第一声から一貫した論戦をおこない、安保法制＝戦争法と憲法改定の問題を選挙戦の大争点に押し上げました。「アベノミクス」の破綻について根本から明らかにし、抜本的対案である「三つのチェンジ」を語りぬきました。野党と市民の共同に力をつくす党の値打ちを押し出し、「政治は変えられる」という希望を語ったことは、多くの国民に期待と共感を広げました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ選挙の結果、改憲勢力が議席の３分の２を占めましたが、自公は選挙戦で「憲法隠し」に終始し、国民は改憲への「白紙委任」を与えたわけでは決してありません。日本共産党は、今回の選挙で得た国会での新たな地歩を生かし、掲げた公約の実現へ、国民のみなさんとともに力をつくします。
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２６２　　　　２０１６年　　７　月　１４　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５































































































